
5 広報とまこまい　平成２３（２０１１）年・１１月

　�
　
研
修
の
状
況　

　

平
成　

年
度
の
実
施
状
況
は
次
の
と
お
り
で
す
。

２２
研
修
お
よ
び
勤
務
成
績
の
評
定
の
状
況

　�
　
厚
生
制
度　

　

職
員
住
宅
の
貸
し
付
け
、
保
健
室
・
休
憩
室
の
設

置
、
健
康
診
断
の
実
施
、
作
業
服
な
ど
の
貸
与
を
し

て
い
ま
す
。
ま
た
、
全
職
員
加
入
の
福
利
厚
生
会
で

は
、
職
員
交
流
ス
ポ
ー
ツ
大
会
や
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ

ン
、
文
化
・
体
育
の
各
サ
ー
ク
ル
へ
の
活
動
助
成
、

慶
弔
金
な
ど
の
給
付
、
生
命
保
険
の
団
体
取
り
扱
い

を
し
て
い
ま
す
。

　�
　
共
済
制
度　

　

職
員
と
そ
の
家
族
の
病
気
な
ど
に
よ
る
健
康
保
険
、

退
職
後
の
年
金
給
付
、
住
宅
資
金
な
ど
の
貸
し
付
け

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　�
　
災
害
補
償
制
度　

　

職
員
が
公
務
上
で
災
害
を
被
っ
た
場
合
の
補
償
を

行
っ
て
い
ま
す
。
平
成　

年
度
の
公
務
上
の
災
害
件

２２

数
は
公
務
災
害　

件
、
通
勤
災
害
３
件
と
な
っ
て
い

１５

ま
す
。

福
祉
お
よ
び
利
益
の
保
護
の
状
況

　�
　
職
員
給
与
の
支
給
状
況　

　

職
員
給
与
は
、
職
員
に
支
給
さ

れ
る
毎
月
の
給
料
と
、
扶
養
手
当

・
住
居
手
当
・
通
勤
手
当
・
時
間

外
手
当
な
ど
の
諸
手
当
、
民
間
企

業
の
賞
与
に
あ
た
る
期
末
・
勤
勉

手
当
な
ど
を
あ
わ
せ
た
も
の
で
す
。

（
表
１
）

給
与
の
状
況

　

市
職
員
の
給
与
・
主
な
諸
手
当
の

支
給
状
況
、
期
末
・
勤
勉
手
当
の
支

給
割
合
な
ど
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　�
　
勤
務
条
件
に
関
す
る
措
置
の
要
求
の
状
況　

　

平
成　

年
度
に
お
い
て
は
、
前
年
度
か
ら
の
繰
り

２２

越
し
を
含
め
た
措
置
の
要
求
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

※
職
員
は
給
与
、
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
に

関
し
、
市
の
当
局
か
ら
適
当
な
措
置
が
取
ら
れ
る
よ

う
に
公
平
委
員
会
に
対
し
て
要
求
が
で
き
ま
す
。

　�
　
不
利
益
処
分
に
関
す
る
不
服
申
立
て
の
状
況　

　

平
成　

年
度
に
お
い
て
は
、
前
年
度
か
ら
の
繰
り

２２

越
し
を
含
め
た
不
服
申
立
て
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

※
職
員
は
懲
戒
そ
の
ほ
か
意
に
反
す
る
不
利
益
な
処

分
に
関
し
、
公
平
委
員
会
に
不
服
の
申
立
て
が
で
き

ま
す
。

公
平
委
員
会
の
業
務
の
状
況

分限・懲戒の状況
人数区分

０降給分
限
処
分
者
数　
（
人
）

０降任

６休職

０免職

６計

４戒告懲
戒
処
分
者
数　
（
人
）

１減給

０停職

０免職

５計

【平成２２年度】

　

平
成　

年
度
の
分
限
お
よ
び
懲
戒
の
状
況

２２

は
次
の
と
お
り
で
す
。

分
限
お
よ
び
懲
戒
の
状
況
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　�
　
勤
務
成
績
の
評
定
の
状
況　

　

平
成　

年
度
に
お
い
て
は
、
年
１
回
（
１
月
）
、
職

２２

級
昇
任
（
現
在
の
級
よ
り
も
上
位
の
級
に
任
命
す
る
こ

と
）
の
対
象
者
に
対
し
、
上
司
に
よ
る
評
価
を
行
い
ま

し
た
。
ま
た
、
一
部
の
管
理
職
を
対
象
と
し
て
、
人
事

評
価
制
度
を
試
行
実
施
し
ま
し
た
。

研修の状況　　【平成２２年度】
内　容受講者数区　分

新採用基礎・継続、一般職
員Ⅰ～Ⅲ、監督者Ⅰ～Ⅱ、
管理者Ⅰなど

４８７人基 本
研 修

集合
研修職

場
外
研
修

経理実務、危機管理、サー
ビスアップ研修など時宜に
かなった研修、専門・実務
的知識の取得など

６８２人特 別
研 修

市町村職員中央研修所、全国
建設研修センター、北海道市
町村職員研修センターなど

４１人
研修専
門機関
研 修派遣

研修
国内都市派遣２人その他

８５職場５０５件（各職場内で企
画実施）－集合研修職

場
研
修 ６１職場（道庁、胆振支庁など）６８０人派遣研修

通信教育、自主研究グループ５３人自主研修

表１ 職員給与の支給状況【平成２２年度一般会計決算】
１人当たり給
与年額 (B/A)

給　　　　与　　　　額職員数
（Ａ） 計（Ｂ）期末・勤勉手当諸手当給　料

千円千円千円千円千円人
５，９１２６，９２９，１２９１，５５５，７４２９０１，６７０４，４７１，７１７１，１７２

【再任用を含む】

６，１４９６，８０６，５２９１，５３８，１６５８９２，５４６４，３７５，８１８１，１０７
【再任用を除く】
※諸手当には退職手当を含まない。

６６６６６６６６６６６６６６６

８８８８８８８８８８８８８８８
　�
　
一
般
行
政
職
の
初
任
給
と
経
験
年
数
・
学
歴
別
平
均
給

料
月
額　

　

職
員
の
初
任
給
は
、
民
間
企
業
の
水
準
を
考
慮
し
て
決
め

ら
れ
て
い
る
国
家
公
務
員
の
初
任
給
を
参
考
に
定
め
ら
れ
て

い
ま
す
。
経
験
年
数
・
学
歴
別
の
平
均
給
料
は
表
２
の
と
お

り
で
す
。

表２一般行政職の初任給と経験年数・学歴別平均給料月額
【平成２３年４月１日現在】

２０年以上
２５年未満

１５年以上
２０年未満

１０年以上
１５年未満初任給経験年数　

　区　別
３７２，４００円３２５，７００円２７８，９００円１７２，２００円苫小牧市職員

大
学
卒

※※※国家公務員

３８４，６０２円３３７，８６２円２８３，７６７円
１８５，８００円�種
１７２，２００円�種

３３２，７００円２９６，７００円２４０，０００円１４０，１００円苫小牧市職員高
校
卒 ３２９，９６６円２８７，０００円２３５，７３７円１４０，１００円国家公務員
※は�種、�種平均 　　　

５５５５５５５５５５５５５５５

７７７７７７７７７７７７７７７

４４４４４４４４４４４４４４４
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任
用
の
状
況

勤
務
時
間
そ
の
他
勤
務
条
件
の
状
況

　

平
成　

年
４
月
１
日
現
在
の
一
般
職
員
の
勤
務
時
間
、
平
成

２３

　

年
度
の
年
次
有
給
休
暇
平
均
取
得
日
数
、
育
児
休
業
・
介
護

２２休
暇
取
得
者
数
は
次
の
と
お
り
と
な
っ
て
い
ま
す
。

�　育児休業、介護休暇取得者数
【平成２２年度】　単位：人

介護休暇育児休業区分

００男 性

０３２女 性

０３２計

�　一般職員の勤務時間
【平成２３年４月１日現在】

３８時間４５分週の勤務時間

月曜日～金曜日勤 務 日

８時４５分～１７時１５分勤 務 時 間

１２時～１２時４５分休 憩 時 間

※本庁勤務の場合。２交代や３交代の場
合は週３８時間４５分を原則に割り振り
※休憩時間は、労働基準法で定められて
いる休憩時間

�　年次有給休暇平均取得日数
【平成２２年度】

１年度２０日付与、現年度分のみ
２０日を限度に繰り越しが可能

１０．６日 すべて職員は、全体の奉仕者として公共の
利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に
当っては、全力を挙げてこれに専念しなけ
ればならない（地方公務員法第３０条）。ま
た、職員には次のことが求められています。
�法令などと上司の職務上の命令に従う義
務　�信用失墜行為の禁止　�秘密を守る
義務　�職務に専念する義務　�政治的行
為の制限などに関する規定の遵守

服務規律確保の取り組み　【平成２２年度】

綱紀保持など公務員倫理取り組み

綱紀の保持、安
全運転の励行と
交通事故・違反
の防止などの周
知徹底

職員の意識やモラル
の向上を促し、不祥
事の再発防止と市民
から信頼される職員
の育成など

内　容

所属長または職
員に対する通知
など

職員の各階層別に実
施する公務員倫理研
修と、受講した管理
職による職場研修の
実施

周知方法
など

服務の根本基準

詳
細　

行
政
監
理
室　
�
（　

）６
１
８
２

３２

市市市市市市市市市市
職職職職職職職職職職
員員員員員員員員員員
のののののののののの
給給給給給給給給給給
与与与与与与与与与与
とととととととととと
人人人人人人人人人人
事事事事事事事事事事

市
職
員
の
給
与
と
人
事

給
与
の
決
定

　

苫
小
牧
市
職
員
の
給
与
は
、
生
計
費
を
は
じ
め
、
国

家
公
務
員
や
他
の
地
方
公
共
団
体
職
員
、
民
間
企
業
の

従
業
員
の
給
与
な
ど
を
総
合
的
に
考
慮
し
た
「
苫
小
牧

市
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
」
で
定
め
ら

れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
給
与
に
関
す
る
予
算
は
毎
年
、

市
議
会
の
審
議
を
経
て
決
定
し
て
い
ま
す
。

職
員
を
適
正
に
配
置

   
市
職
員
の
定
数
は
、
国
が
示

し
た
定
員
モ
デ
ル
や
他
市
の
状

況
、
市
の
行
政
需
要
を
考
慮
し

て
適
正
な
配
置
に
努
め
て
い
ま

す
。                                 

            

市職員の給与と人事 ～人事行政の運営状況についてお知らせします～

「
地
方
公
務
員
法
第　

条
の
２
」
お
よ
び
「
苫
小
牧
市
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表
に
関
す
る

５８

条
例
第
６
条
」
の
規
定
に
基
づ
き
、
市
職
員
の
給
与
や
勤
務
状
況
な
ど
と
公
平
委
員
会
の
業
務
状
況
に

つ
い
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

職
員
の
定
数
は
「
苫
小
牧
市
職
員
定
数
条
例
」
で
定
め
ら
れ
て
い
ま

す
。
平
成　

年
４
月
１
日
現
在
の
職
員
数
は
１
千　

人
で
、
平
成　

年

２３

７９６

２２

４
月
１
日
と
比
較
し
て　

人
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２４

� 採用者数と退職者数 【平成２２年度】

退職者数（人）採用者数（人）

７５（４）５６（２３）一 般 部 局

４１（０）４１（０）市 立 病 院

１０（０）１０（５）消 防

１９（２）３（４）教 育 委 員 会

１４５（６）１１０（３２）合 計
（　）は再任用職員で外数

※平成２２年４月１日から２３年３月３１日までの新
規採用者および退職者

� 職員数
対 前 年
増減（人）

職員数（人）区　分
部　門 ２２年度２３年度

１１１１２議 会

一 般 行 政
部 門

１３１９８２１１総 務
１６９７０税 務
５１８８１９３民 生

△５９６９１衛 生
０４４労 働
０６６農林水産
１１８１９商 工

△１０１０７９７土 木
６６９７７０３小 計

△８１８２１７４教 育
特 別 行 政
部 門

２２２１２２３消 防
△６４０３３９７小 計
１４５５４５６病 院

公 営 企 業
会 計 部 門

△５８６８１水 道
△９４１３２交 通
△６５２４６下 水 道
△５８６８１そ の 他
△２４７２０６９６小 計
△２４１，８２０１，７９６合　　計

※職員数には特別職、苫小牧港管理組合派遣職員、
臨時職員、非常勤職員は含まない

服
務
の
状
況
　

平
成　

年
度
の
服
務
規
律
確
保
の
取
り

２２

組
み
は
次
の
と
お
り
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２２２２２２２２２２２２２２２３３３３３３３３３３３３３３３
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